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１．はじめに 

平成23年 3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震による津波に起因する

福島第一原子力発電所事故については、皆さまに大変なご心配とご迷惑をおか

けしており、現在も、国、地方自治体及び当社を含む事業者等の関係機関が一

体となって、この事態の収束に向け、全力を挙げて取り組んでいるところであ

る。 

一方、平成 23 年 4 月 7 日に発生した宮城県沖地震により、東北電力の主要

変電所における地絡事故を発端として、北東北全体を供給する電力系統が停止

する事態となり、それに接続されている原子力施設への電力供給が停止した。 

本書は、かかる事象により電力系統の信頼性に課題が生じたことを踏まえ、

平成 23 年 4 月 15 日に受領した経済産業大臣指示文書「原子力発電所及び再処

理施設の外部電源の信頼性確保について（指示）」（平成 23・04・15 原院第 3

号）に基づき、外部電源の信頼性の確保に関する対応について、実施状況を報

告するものである。 

 

１．１ 経済産業大臣指示文書に基づく要求事項 

以下について対応するとともに、これらの実施状況について、報告す

ること。 

 

【具体的要求事項】 

１．地震等による供給支障等により原子力発電所等（原子力発電所及び

再処理施設）の外部電源に影響を及ぼす事態が生じることに関して、

原子力発電所等への電力供給に影響を与え得る貴社の電力系統の供給

信頼性について分析及び評価するとともに、当該分析及び評価を踏ま

え、当該原子力発電所等への電力の供給信頼性を更に向上させるため

の対策（原子力発電所内電源の強化を含む。）を検討すること。再処理

施設にあっては、当該施設への電力系統の供給信頼性に係る上記対策

に対応した施設内の設備の整備について検討すること。 

 

２．貴社原子力発電所の各号機の電力供給の信頼性向上に資するよう、

複数の電源線に施設されている全ての送電回線を各号機に接続し、電

力供給を可能とすること。 

 

３．貴社原子力発電所の電源線の送電鉄塔について、耐震性、地震によ

る基礎の安定性等に関して評価を行い、その結果に基づいて必要な補

強等の対応を行うこと。 
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４．貴社原子力発電所等の開閉所等の電気設備について、屋内施設とし

ての設置、水密化など、津波による影響を防止するための対策を講じ

ること。 

 

１．２ 対象となる原子力発電所および再処理施設 

本書では、当社の柏崎刈羽原子力発電所に加え、日本原子力発電株式

会社の東海第二原子力発電所、及び独立行政法人日本原子力研究開発機

構の核燃料サイクル工学研究所（東海再処理施設）について、指示への

対応を行った。 

なお、東海第二原子力発電所及び核燃料サイクル工学研究所について

は、指示事項２および４に関する対応は各事業者が行うため、当社は指

示事項１および３に関する対応のみを行った。 
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２．外部電源の信頼性の分析・評価（指示事項１） 

 

２．１ 評価の進め方 

現在の設備形成の考え方においては、以下を踏まえ、原子力発電所の

電源線を含む外部電源系統を構成することを基本としている。 

 

(1) Ｎ－２故障（機器装置 2 箇所同時喪失を伴う故障）については、

稀頻度事故であることから一部の電源脱落や供給支障は許容する。

ただし、供給支障規模が大きく社会的影響が懸念される場合などは、

対策を行うよう考慮する。 

（「電力系統利用協議会ルール」より抜粋） 

(2) 外部電源系は、2 回線以上の送電線により電力系統に接続された

設計であること。 

（「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針」より抜粋。

「再処理施設安全審査指針」においても同様に規定） 

 

今回、宮城県沖地震の際に一部原子力施設への電力供給が停止したこ

とを踏まえ、原子力発電所等の外部電源の信頼性が確保されているか、

上記(1)・(2)の考え方に加え、以下(3)・(4)の観点も新たに考慮し、評

価を行うこととした。 

 

(3) 稀頻度事故（Ｎ－２故障）においても、外部電源の信頼性が確保

されていること。 

すなわち、外部電源の喪失を伴わないこと、もしくは原子力発電所

等の所内電源による一時的な対応を許容しつつ、速やかに外部電源

が回復されること。 

(4) 更に過酷な事故についても、外部電源の信頼性を一層考慮するた

め、これについて評価を行い、必要により対策を検討すること。 

 

なお、評価を行うケースについては、以下の通りとした。宮城県沖地

震の際に東北地方において発生した主要変電所における地絡事故は、1

変電所 1電圧階級の事故であることから、以下では②の「過酷ケース」

に相当するが、今回はこれを更に上回る①の「超過酷ケース」まで評価

を行うこととした。 
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【評価ケース】 

① 超過酷ケース … 1 変電所（開閉所を含む。以下同じ）の全停電 

         （全ての電圧階級が停電） 

② 過酷ケース  … 1 変電所の 1電圧階級の母線全停電 

③ その他    … 上記①②以外（Ｎ－２故障を含む） 

 

 

（参考）評価のイメージ（「②過酷ケース」の場合） 

 

＜常時系統＞ 

 ・Ｃ発電所へは、常時はＤ系統より外部電源を供給。 

 

 

＜Ａ変電所で上位電圧母線事故が発生（送電線・変圧器まで停止）＞ 

所内
電源

Ａ(変) Ｂ(変) Ｃ発電所

遮断器投入 遮断器投入

Ｄ系統（停電） Ｅ系統 Ｆ系統

 ・事故発生直後、Ｃ発電所は一時的に外部電源を喪失。 

  （所内電源により対応） 

 ・その後、系統切替によりＥ系統から速やかに外部電源を回復。 

  （なお、Ｆ系統からも供給可能） 
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２．２ 評価結果（基幹系統） 

はじめに、当社の基幹系統について評価を行った。 

具体的には、２．３～２．５において評価対象となる 500kV（キロボ

ルト）変電所を除く全ての 500kV 変電所について、ケース①の場合の電

力系統の供給信頼性を評価した。この評価により、500kV 及び下位電圧

階級の全ての変電所・送電線についての、ケース①～③の評価は網羅さ

れている。 

評価の結果、上記 500kV 変電所におけるケース①の場合、電力系統の

供給信頼性は充分であると評価した。当社の基幹系統においては、高需

要地域である東京を東西に取り巻く二重ないし三重の送電ルートを、複

数の南北送電ルートにより相互に連系することにより、多ルート化・グ

リッド化が図られている。上記の評価は、こうした基幹系統についてル

ープ運用を行うことにより、供給信頼性の向上を図ってきたことによる

ものである。 

 

２．３ 評価結果（柏崎刈羽原子力発電所） 

起点となる500kV変電所から柏崎刈羽原子力発電所への供給ルートに

ある送変電設備について評価を行った。 

その結果、全ての設備におけるケース①～③の場合について、外部電

源の喪失がない（※）ことから、電力系統の供給信頼性は充分であると

評価した。 

（※）一部のケースでは、柏崎刈羽原子力発電所において健全回線か

ら受電するための操作（30 分以内）が必要となる。 

万が一、その操作時間内に所内電源も含めた全交流電源が喪失

した場合でも、原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）の制御電源は

8時間維持されるように設計されている。 

柏崎刈羽原子力発電所の電源線は、500kV 送電線 2 ルート 4 回線、お

よび東北電力系統 154kV 送電線 1回線により構成されている。上記の評

価結果は、異なる 2つの系統から外部電源の確保が可能なことによるも

のである。 

 

２．４ 評価結果（東海第二原子力発電所） 

起点となる500kV変電所から東海第二原子力発電所への供給ルートに

ある送変電設備について評価を行った。 

その結果、評価ケースによっては外部電源が一旦喪失し、所内電源に

よる一時的な対応が必要となるものの、系統切替により外部電源が速や

かに回復（※）することから、電力系統の供給信頼性は充分であると評
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価した。 

（※）万が一、所内電源も含めた全交流電源が喪失した場合でも、原

子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）の制御電源は 8時間維持される

ように設計されている。外部電源はこれに比べ充分速やかに回

復する（最長となるケースの場合、系統切替に約 80 分、及び

東海第二原子力発電所における受電操作に約 30 分）。 

東海第二原子力発電所の電源線は、275kV 送電線 1 ルート 2 回線、お

よび 154kV 送電線 1回線により構成されている。上記の評価結果は、異

なる 2つの送電ルートが電源線として確保されており、系統切替による

外部電源の確保が可能なことによるものである。 

 

２．５ 評価結果（核燃料サイクル工学研究所） 

起点となる500kV変電所から核燃料サイクル工学研究所への供給ルー

トにある送変電設備について評価を行った。 

その結果、一部の評価ケースを除き外部電源が一旦喪失し、所内電源

による一時的な対応が必要となるものの、系統切替により外部電源が速

やかに回復（※）すること、また最も過酷なケースにおいても複数の送

電ルートを確保可能なことから、電力系統の供給信頼性は充分であると

評価した。 

（※）核燃料サイクル工学研究所には、使用済燃料の再処理施設があ

り、現在、研究開発運転を行っている。 

万が一、所内電源も含めた全交流電源が喪失した場合、緊急時

安全対策により崩壊熱除去機能等の回復を図ることとしてい

るが、交流電源が必要となる高放射性廃液及びプルトニウム溶

液の冷却については、沸騰状態に至るまでには約 30 時間以上

を要する。外部電源はこれに比べ速やかに回復する（最長とな

るケースの場合、6kV 電線路との接続に約 12 時間）。 

核燃料サイクル工学研究所の電源線は、154kV 送電線 1 ルート 2 回線

により構成されている。上記の評価結果は、核燃料サイクル工学研究所

において冷却に必要な電力が小規模であることから、6kV 系統まで有効

に活用した系統切替による外部電源の確保も可能なことによるもので

ある。 

なお、具体的な回復時間や、電源線が 1ルート 2回線構成であること

まで考慮すると、外部電源の回復をより確実とし、もしくは短縮する方

策を新たに講じることについて、一定の意義が認められるものと判断さ

れる。 
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２．６ 評価結果のまとめ 

以上２．２から２．５において、いずれも電力系統の供給信頼性は充

分であるとの評価結果が得られたことから、２．１に示した考え方に基

づき、１．２に示した対象施設に対する当社電力系統の供給信頼性は充

分であると評価した。その上で、核燃料サイクル工学研究所については、

外部電源の回復をより確実とし、もしくは短縮する方策を新たに講じる

ことについて、一定の意義が認められるものと判断した。 

このため、核燃料サイクル工学研究所については、外部電源のより一

層の信頼性確保に資するよう、新たに 66kV 送電ルートの建設に向けた

取り組みを行うこととし、今後、同所とともに検討していくこととする。

併せて、6kV 電線路との接続についても、同所所内の設備形成を、平成

23 年 9 月を目途に行う予定である。 
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３．電源線の各号機への接続（指示事項２） 

 

 ３．１ 柏崎刈羽原子力発電所における所内電源系統について 

原子力発電所の外部電源系統は２回線以上の送電線により電力系統に

接続されることが安全規制上の要求である。柏崎刈羽原子力発電所では、

１～７号機のすべてが、送電電圧 500kV の送電線 4 回線および 154kV 送

電線 1 回線にて連系されており、かつ号機間で電力融通が可能な設備と

なっている。したがって、追加の対応は必要ないものと考えている。 

１，２号へ３，４号へ５号へ６，７号へ

500kV送電線 500kV送電線 154kV送電線

７Ｇ ６Ｇ ５Ｇ ４Ｇ ３Ｇ ２Ｇ １Ｇ

66kV母線

１，２号へ３，４号へ５号へ６，７号へ

500kV送電線 500kV送電線 154kV送電線

７Ｇ ６Ｇ ５Ｇ ４Ｇ ３Ｇ ２Ｇ １Ｇ

66kV母線

 

 

【柏崎刈羽原子力発電所 所内電源系統概略図】 
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４．電源線鉄塔の耐震性（指示事項３） 

 

 ４．１ 送電設備の耐震性について 

「防災基本計画」（平成 7 年 7 月 中央防災会議決定）に基づき、「電

気設備防災対策検討会」（資源エネルギー庁長官の私的検討会）の報告

書（平成 7 年 11 月 24 日）において、下記の通り各電気設備の耐震性

確保に関する基本的考え方が示されている。 

 

(1) 一般的な地震動に際し、 

個々の設備毎に機能に重大な支障が生じないこと。 

(2) 高レベルの地震動に際しても、 

著しい（長期的かつ広範囲）供給支障が生じないよう、代替性の確

保、多重化等により総合的にシステムの機能が確保されること。 

 

また、報告書では、兵庫県南部地震における地震動や被害の程度が

設計で想定した範囲内かどうかの分析を行うとともに、被害実態を踏

まえた実証的な検討を併せて行い、現行耐震基準の妥当性に関する検

討が行われた。 

この検討の結果、現行耐震基準は、各電気設備が確保すべき耐震性

を規定するものとして妥当であると評価された。すなわち、各電気設

備の現行耐震基準は、一般的な地震動に際して機能に重大な支障が生

じない耐震性を確保するとともに、高レベルの地震動に際しても著し

い（長期的かつ広範囲）供給支障が生じることのないよう、代替性の

確保、多重化等により、総合的にシステムの機能を確保するものであ

ることを確認し、現行耐震基準は妥当であると評価された。 

そこで、上記評価に加えて、東北地方太平洋沖地震（以下、今回の

地震という）における被害実態を踏まえ、原子力発電所に外部電源供

給系統として直接接続している送電設備 7 線路（510 基）を対象に耐

震性の評価を行った。 
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【耐震性評価対象送電設備】 

電圧 線路名 基数

500kV 新新潟幹線 214 基

500kV 南新潟幹線 201 基

275kV 東海原子力線 44 基

275kV 原研那珂線  4 基

154kV 原子力線 8 基

154kV 村松線 38 基

154kV 村松北線 1 基

 

４．２ 送電鉄塔の耐震性について 

(1) 今回の地震での被害実態と推定原因 

【被害実態】 

・原子力発電所の電源線およびそれ以外の送電線を含め、鉄塔倒壊は 

1 基。 

・送電鉄塔に設置されている支持がいしの折損が多数発生し、送電線

によっては、絶縁距離不足による送電不能事象が発生。 

 

【推定原因】 

・鉄塔倒壊の原因は、隣接地の大規模な盛土が地震動により崩壊し、

鉄塔敷地になだれ込み、その土圧により倒壊したものと現時点では

推定。 

・支持がいしの折損は、地震動によるものと推定。 

 

(2) 耐震性の評価 

【鉄 塔】 

・今回の地震においても、当社および東北電力ともに、地震動が直接

原因となり倒壊した鉄塔は無い。 

・今回の地震を含め、過去の大規模地震（兵庫県南部地震、中越地震）

で倒壊した鉄塔は 3 基であるが、その原因は、全て地震による鉄塔

敷地周辺の影響による被害（以下、二次的被害という）であり、地

震動による鉄塔倒壊は無い。 

・従って、今回の地震においても、平成 7 年の報告書どおり、鉄塔は

十分な耐震性を有していると評価できる。 

・ただし、今回の地震では、隣接地の大規模盛土の崩壊による鉄塔倒

壊が 1 基発生しているため、鉄塔敷地周辺の影響による基礎の安定

性について検討する必要がある。 



 

11 

 

【支持がいし】 

・地震動による折損が多数発生しているため、耐震性が確保されてい

るとは言い難い。 

・従って、より耐震性に優れたものに取り替えるなどの対応が必要で

ある。 

・今回、電気事故の原因は、長幹支持がいしを用いたジャンパー支持

がいしの破損によることから、原子力電源線における類似設備の抽

出を行った。 

・対策方法としては、長幹支持がいしを懸垂がいしや有機がいしに変

更する方法を検討する。 

 

【評価対象線路と類似設備箇所数】 

対策線路名 対策基数 対策期間 

500kV 新新潟幹線 

（全 214 基） 
0 基

暫定対策：－ 

本 対 策：－ 

500kV 南新潟幹線 

（全 201 基） 
0 基

暫定対策：－ 

本 対 策：－ 

275kV 東海原子力線 

（全 44 基） 
16 基

暫定対策：－ 

本 対 策：H23.5 ～ H23.12

275kV 原研那珂線 

（全 4基） 
0 基

暫定対策：－ 

本 対 策：－ 

154kV 原子力線 

（全 8基） 
0 基

暫定対策：－ 

本 対 策：－ 

154kV 村松線 

（全 38 基） 
1 基

暫定対策：－ 

本 対 策：H23.5 ～ H23.12

154kV 村松北線 

（全 1基） 
0 基

暫定対策：－ 

本 対 策：－ 

 

【対策スケジュール】 

項 目 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

耐震設計         

性能確認 

試験 

        

製 造         

改修工事         
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４．３ 基礎の安定性について 

一般に、送電線ルートは、ルート選定の段階から、地滑り地域等を

極力回避するルートを選定しており、地震による鉄塔敷地周辺の影響

による被害の最小化を図っている。また、やむを得ずこのような地域

を経過する場合には、個別に詳細調査を実施し、基礎の安定性を検討

して基礎型を選定する等の対策を実施している。 

しかしながら、今回の地震においても二次的被害による鉄塔倒壊が

発生しているため、更に送電設備の信頼性を向上させるには、４．２

で評価したとおり、鉄塔敷地周辺の影響による基礎の安定性について

検討する必要がある。 

 

(1) 評価項目 

二次的被害を引き起こす要因としては、今回の地震の盛土崩壊の他

に、地滑り、急傾斜地の土砂崩壊が考えられる。そこで、以下の 3項目

について評価を行う。 

 

① 盛土の崩壊 

送電鉄塔近傍に大規模な盛土がある箇所を抽出し、リスクを評価

する。 

② 地滑り 

地滑り防止地区、地滑り危険箇所、地滑り地形分布図をもとに地滑

りの可能性がある箇所を抽出し、リスクを評価する。 

③ 急傾斜地の土砂崩壊 

急傾斜地で土砂崩壊が発生する可能性がある箇所を抽出し、リス

クを評価する。 
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(2) 評価対象線路と基数 

 

対象線路名 対象基数 評価期間 ※ 

500kV 新新潟幹線 

（全 214 基） 
214 基

評価期間：H23.5 ～ H23.8 

（対策期間）H23.9 ～  

500kV 南新潟幹線 

（全 201 基） 
201 基

評価期間：H23.5 ～ H23.8 

（対策期間）H23.9 ～  

275kV 東海原子力線 

（全 44 基） 
44 基

評価期間：H23.5 ～ H23.8 

（対策期間）H23.9 ～  

275kV 原研那珂線 

（全 4基） 
4 基

評価期間：H23.5 ～ H23.8 

（対策期間）H23.9 ～  

154kV 原子力線 

（全 8基） 
8 基

評価期間：H23.5 ～ H23.8 

（対策期間）H23.9 ～  

154kV 村松線 

（全 38 基） 
38 基

評価期間：H23.5 ～ H23.8 

（対策期間）H23.9 ～  

154kV 村松北線 

（全 1基） 
1 基

評価期間：H23.5 ～ H23.8 

（対策期間）H23.9～  

 

(3) スケジュール 

 

項 目 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月以降

図面等によ 

る対象抽出 

      

現地確認等 
      

リスク評価 
      

対策設計 

・対策工 
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５．原子力発電所の開閉所等の津波対策（指示事項４） 

  

５．１ 柏崎刈羽原子力発電所における開閉所等の津波対策について 

原子力発電所の開閉所等の電気設備について、屋内施設としての設置、

水密化など、津波による影響を防止するための対策を講じる。 

なお、本対策の実施に際しては、平成 23 年 3 月 30 日の経済産業大臣

指示による緊急安全対策を着実に進めているところであり、既に実施し

ている電源車の配備等により、原子炉毎の冷却機能に必要となる電源の

信頼性は担保できると考えていることから、今般、更なる信頼性向上の

観点から、今後の津波対策とあわせ検討・実施していく。 

 

５．２ 電気設備浸水対策における対象設備 

対象設備は、外部電源、および今後配備するガスタービン発電機車か

らの電力を受電するために必要な電気設備とする。 

ただし、高台に設置されており、津波の影響がないと予想されるもの

は対象設備から除外する。 

具体的な電気設備は以下のとおり。 

（なお、外部電源を受電する開閉所設備は高台に設置されており、設置

レベルは海抜 13.2ｍ以上である。また、ガスタービン発電機車につい

ても高台へ配備する。） 

 ａ．開閉所設備 

500kVＧＩＳ，154kV 開閉器，66kVＧＩＳ 

ｂ．高起動変圧器 

ｃ．工事用変圧器 

ｄ．緊急用Ｍ／Ｃ等の配電盤（今後設置予定） 

 

５．３ 電気設備の浸水対策 

電気設備浸水対策の検討にあたっては、柏崎刈羽原子力発電所の緊急

安全対策における浸水防止措置を参考に、「福島第一事故を踏まえ考慮

すべき浸水高さ」として、ＴＰ＋13.2ｍ（土木学会手法による平成１４

年の柏崎刈羽原子力発電所の津波評価値ＴＰ＋3.7ｍに 9.5ｍを加えた

もの）を考慮しても問題ないものとすることとした。 

なお、外部電源を受電する開閉所設備は高台（設置レベルは海抜 13.2

ｍ以上）に設置されているが、さらなる信頼性確保に向けた対策を検討

することとした。 
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 （柏崎刈羽原子力発電所共通） 

 対象設備 対策内容 対策時期 

発電所全体 海岸前面に防潮堤等の設置 平成 25 年度

第１四半期

頃 

開閉所設備 開閉所（66kV、500kV）に防潮壁

等の設置 

平成 24 年度

下期頃 

変圧器 高起動変圧器に防潮壁等の設置

（開閉所設備と合わせて実施） 

平成 24 年度

下期頃 

Ｍ／Ｃ等電源盤 原子炉建屋等の水密扉化 平成 24 年度

下期頃 

１～７ 

号機 

緊急用高圧配電

盤，ケーブル 

（新設） 

緊急用高圧配電盤の新設、及び

原子炉建屋内非常用高圧配電盤

への常設ケーブルの布設 

平成 24 年度

上期頃 

 

（１）防潮堤の設置 

海岸前面に設置する防潮堤により津波の浸入・衝撃を回避し、敷地内

にある建物・構築物等（開閉所設備を含む）を防御する。 

 

【津波に対する裕度向上イメージ図】 

     

（擁壁タイプ）      （盛土タイプ） 

【防潮堤イメージ図】 
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（２）防潮壁等の設置 

津波浸入を防ぐための対策として防潮壁等を設置し、電源設備や非常

用ディーゼル発電機などの安全上重要な設備が設置されている原子炉

建屋内や、開閉所等への津波の浸水を防止する。 

 

防潮壁（新設）

防潮壁（新設）

防水扉（新設） 

津波対策後 現状 

 

【原子炉建屋への防潮壁イメージ図】 

 

500kV開閉所

土捨場

（展望台）
１号機

６号機
５号機

７号機 ３号機

２号機

４号機

純水タンク純水タンク

水処理建屋
原子炉建屋

給水建屋 66kV開閉所

：防潮壁等

：防潮堤等

池 500kV開閉所

土捨場

（展望台）
１号機

６号機
５号機

７号機 ３号機

２号機

４号機

純水タンク純水タンク

水処理建屋
原子炉建屋

給水建屋 66kV開閉所

：防潮壁等

：防潮堤等

：防潮壁等

：防潮堤等

池

 

【防潮壁等の設置イメージ図（平面図）】 
 

 

（３）原子炉建屋等の水密扉化 

原子炉建屋等の水密扉化を実施し、建屋内にあり、原子炉の冷温停止

に必要となる非常用高圧配電盤や非常用低圧配電盤等への浸水を防止

する。 
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（４）緊急用高圧配電盤（以下、緊急用Ｍ／Ｃ）の新設及び原子炉建屋内

非常用高圧配電盤（以下、非常用Ｍ／Ｃ）への常設ケーブルの布設 

全交流電源喪失時における電源復旧対応の迅速化を図るため、緊急用

Ｍ／Ｃから各号機（１～７号機）の非常用Ｍ／Ｃへ常設ケーブルを布設

し、緊急用の電源供給ラインを常時確保し、残留熱除去系ポンプ等に電

力を安定供給できるようにする。このケーブルが建屋を貫通する箇所に

ついては水密化を図ることとする。なお、この緊急用Ｍ／Ｃは高台に設

置することから、津波による影響を受けないものと想定している。 

 

66kV母線

外
部
電
源

外
部
電
源

工事用変圧器

（66kV／6.9kV）

緊急用

高圧配電盤

原子炉建屋

非常用高圧配電盤

（C系） 残留熱除去系

（A系）

ガスタービン発電機車
電動機

66kV開閉所

変圧器

6.9kV／480V

非常用低圧配電盤

（C系）

ガスタービン発電機車

66kV母線

外
部
電
源

外
部
電
源

工事用変圧器

（66kV／6.9kV）

緊急用

高圧配電盤

原子炉建屋

非常用高圧配電盤

（C系） 残留熱除去系

（A系）

ガスタービン発電機車
電動機電動機電動機

66kV開閉所

変圧器

6.9kV／480V

非常用低圧配電盤

（C系）

ガスタービン発電機車

 

【緊急用高圧配電盤を介した電源確保イメージ図】 
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以上のとおり、開閉所等の電気設備について、防潮堤の設置、防潮壁等の設

置により発電所敷地内への津波の浸水防止をはかるとともに、66kV 開閉所～

緊急用Ｍ／Ｃ～非常用Ｍ／Ｃ（各号機）の電源供給ラインを常設することによ

り、残留熱除去系ポンプ等に電力を供給するラインを常時確保する対策を実施

する計画である。 
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６．まとめ 

本書では、外部電源の信頼性の確保に関する対応について、以上の通り実施

状況を報告した。今後実施を予定するものについては、着実に取り組んでいく。 

当社は今後も、外部電源の信頼性の更なる向上について、真摯に取り組んで

いく所存である。 

 

 

以 上 

 

 


